
Copyright © Atomic Energy Association All Rights Reserved.

大型機器の海外処理について

2023年5月31日
原子力エネルギー協議会
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1「輸出貿易管理令の運用について」の一部改正

1

 輸出貿易管理令の運用について（昭和６２年１１月６日付け輸出注意事項６２第１１号）

２－１－１ 輸出令別表第２に掲げられている貨物に関する輸出の承認
（１）・（２）略
（３）国際協定等による規制物資
輸出令別表第２の１、２０（使用済燃料並びに核燃料物質及び核原料物質で廃棄しようとするもの
に限る。）、２１、２１の２、２１の３、３４から３６までの項の中欄に掲げる貨物であって、同表
下欄に掲げる地域を仕向地とする輸出である。
これらの貨物の輸出は、それぞれの国際協定等により認められる範囲内で、承認を行うものとし、
原則として、別に定める品目別承認基準等により行う。
なお、輸出令別表第２の２０（使用済燃料並びに核燃料物質及び核原料物質で廃棄しようとするも
のに限る。）及び２１の項に掲げる貨物※は原則として承認しない。
ただし、輸出令別表第２の２１の項に掲げる貨物は、国際協定等に基づく相手国の同意が必要な場
合にはその同意を前提に、有用資源として安全に再利用される等の一定の要件を満たす場合にのみ、
例外的に輸出の承認を行う。

追
加

※輸出令別表第２の21の項に掲げる貨物
（1）核原料物質又は核燃料物質によつて汚染された物
（2）使用済燃料から分離された物及びこれによつて汚染された物
（3）放射線を放出する同位元素及びその化合物並びにこれらの含有物（機器に装備されているこれら

のものを含む。）並びにこれらによつて汚染された物（（1）及び（2）に掲げるものを除く。）

2022年12月26日 改正
2023年1月11日 施行
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2放射性廃棄物の輸出承認に係る手続き

 放射性廃棄物の輸出確認申請（提出先:資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 放射性廃棄物対策課）

【輸出の承認】
（１）使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約（以下「条約」という。）の締約国以

外の国又は地域への輸出でないこと。
（２）南緯６０度以南の地域における貯蔵又は処分のための輸出でないこと。
（３）当該廃棄物の輸出について、輸出の相手国から書面による同意を得ていること（条約等に基づく

同意が必要な場合に限る）。
（４）当該廃棄物が、相手国において再生利用されることが確実であること等が認められること。

【輸出確認証の交付基準（抜粋）】
（１）輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号）別表第２の２１の項に掲げるものであって、次に該

当するものであること。国内においては適正かつ合理的な方法により処理されることが困難である
と認められるものであって、次に掲げるもの
イ 熱交換器（給水加熱器）
ロ 蒸気発生器
ハ 使用済燃料運搬用容器・貯蔵用容器

（２）条約の締約国・機関（を構成する国）以外の国又は地域への輸出でないこと。
（３）相手国への輸出に先立って相手国の同意を得ることが必要な場合には、書面による同意を得ている

こと。
（４）輸出の相手国における処理に伴って生ずる残渣等の返還がある場合や相手国への放射性廃棄物の輸

送が完了しないか又は完了することができない場合には、それを適切に輸入できる体制を確保して
いること。

（５）～（７） 省略
 輸出承認申請（提出先:貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課）
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3海外処理のイメージ

3

二次廃棄物

除染 解体 溶融 金属ﾘｻｲｸﾙ
(海外で再利用)

＜海外＞

ｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙ
以下

廃棄した大型機器

保管庫 保管庫

発電所

固型化

廃棄物埋設施設（日本原燃等）
＜国内＞

海外処理事業者

日本へ返送する場合
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4【参考】国の審議内容（1/2） 2021年3月22日
第22回原子力小委資料より
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5【参考】国の審議内容（2/2） 2021年3月22日
第22回原子力小委資料より


